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安心安全な住みよい
まちをめざして

一般会計歳出総額
～平成17年度決算報告～

96億7,391万円
平成17年度の一般会計および特

別会計決算が、12月定例議会にお

いてそれぞれ認定されました。

一般会計の決算は、歳入101億

9,430万8千円、歳出96億7,391万円

で、差額5億2,039万8千円を平成18

年度に繰り越しました。

◎
平
成
17
年
度
決
算
統
計
を
基
に

町
の
財
政
状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま

す
。人

件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
な

ど
の
毎
年
継
続
し
て
固
定
的
に
支

出
さ
れ
る
経
費
が
、
町
税
、
地
方

交
付
税
な
ど
の
経
常
的
な
一
般
財

源
総
額
に
占
め
る
割
合
を
経
常
収

支
比
率
と
い
い
ま
す
。

経
常
収
支
比
率
は
、
財
政
構
造

の
弾
力
性
を
計
る
指
標
で
、
こ
の

数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政
の
弾
力
性

が
な
い
こ
と
を
示
し
ま
す
。

町
が
借
り
入
れ
た
お
金(

地
方

債)

の
元
金
お
よ
び
利
子
の
償
還

に
必
要
な
経
費
を
公
債
費
と
い
い

ま
す
。
こ
の
公
債
費
の
一
般
財
源

に
占
め
る
割
合
を
公
債
費
比
率
と

い
い
ま
す
。

公
債
費
比
率
が
高
い
ほ
ど
公
債

費
に
よ
る
財
政
圧
力
が
強
ま
り
、

そ
の
財
政
構
造
は
、
硬
直
化
を
示

す
こ
と
に
な
り
ま
す
。

17
年
度
か
ら
13
年
度
借
入
の
ふ

れ
あ
い
活
動
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業

に
係
る
元
利
償
還
が
始
ま
っ
た
こ

と
等
に
よ
り
、
前
年
度
に
比
べ

０
・
３
％
上
昇
し
ま
し
た
。

町
で
は
、
国
が
発
行
す
る
赤
字

国
債
の
よ
う
な
赤
字
補
て
ん
の
た

め
の
借
金
は
で
き
ま
せ
ん
が
、
地

方
財
政
法
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
地
方
債
と
し
て
借
金
を
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

17
年
度
の
地
方
債
の
発
行
額

は
、
小
学
校
建
設
事
業
債
、
臨
時

財
政
対
策
債
、
減
税
補
て
ん
債
、

土
地
区
画
整
理
事
業
債
等
の
地
方

債
の
発
行
額
が
急
増
し
た
前
年
度

と
比
べ
、
４
億
１
千
万
円
の
減
に

な
り
ま
し
た
。
今
後
も
、
そ
の
地

方
債
の
残
高
は
建
設
事
業
等
の
実

施
に
よ
り
増
加
す
る
可
能
性
が
あ

り
ま
す
。

70

80

90

100

（％）� 【経常収支比率】�

12 13 14 15 16 17（年度）�

82.4

84.3

89.3

88.5

91.6 92.3

【地方債残高】�

80

90

100

110

120
（億円）�

12 13 14 15 16 17（年度）�

歳出決算額�
地方債の残高�

91.1億円�

83.1億円�

88.5億円�

89.6億円�

82.6億円�

92.5億円�
93.9億円�

86.8億円�

101.2億円�

110.8億円�

96.7億円�

97.5億円�

町
の
財
政
状
況�

歳出　96億7,391万円歳入　101億9,430万8千円

町　税�
45億6,877万6千円�
（44.8％）�

総務費�
12億1,216万4千円�
（12.5％）�

民生費�
17億8,165万7千円�
（18.4％）�

衛生費�
8億8,881万7千円�
（9.2％）�土木費�

12億8,122万8千円�
（13.3％）�

教育費�
26億2,249万4千円�
（27.1％）�

公債費�
11億5,611万7千円�
（12.0％）�

消防費�
4億5,790万5千円�
（4.7％）�

農林水産業費�
6,087万円�
（0.6％）�

商工費�
8,353万円�
（0.9％）�

議会費�
1億2,912万8千円
（1.3％）�

地方交付税�
7億1,735万円�
（7.0％）�

国・県支出金�
9億6,539万1千円�
（9.5％）�

繰入金�
2億9,716万8千円�
（2.9％）�

繰越金�
4億7,299万8千円�
（4.7％）�

町　債�
19億1,630万円�
（18.8％）�

町　債�
19億1,630万円�
（18.8％）�

その他�
12億5,632万5千円�
（12.3％）�

経
常
収
支
比
率
92
・
３
％

埼
玉
県
平
均
　
87
・
１
％

公
債
費
比
率
　
15
・
２
％

埼
玉
県
平
均
　
12
・
０
％

町
の
借
金(

地
方
債)

残
高

110
億
８
千
万
円
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一 般 会 計 �

老 人 保 健 特 別 会 計 �

国民健康保険特別会計�

公共下水道事業特別会計�

�

介 護 保 険 特 別 会 計 �

合　計�

水 道 事 業 �

会　計　名� 歳　入� 歳　出� 差　引�

予　算　区　分� 収　入� 支　出�

中部特定土地区画整理�
事 業 特 別 会 計 �

10,194,308

1,620,566

2,829,735

957,191

401,592

990,589

16,993,981

9,673,910

1,611,854

2,569,771

924,874

386,553

983,734

16,150,696

520,398

8,712

259,964

32,317

15,039

6,855

843,285

収益的�

資本的�

1,033,876

223,253

746,891

496,682

資本的収入額が、資本的支出額に不足する額273,429千円は、
減債積立金および過年度分損益勘定留保資金等で補てんした。�

会計別決算状況�
(単位：千円)

町民税�

世帯13,627　人口37,849(平成18年３月31日現在)

143,392円
（51,626円）�

固定資産税�

174,086円
（62,677円）�

軽自動車税�

2,741円
（987円）�

町たばこ税�

15,055円
（5,420円）�

町税の１世帯当たりの負担額
（ ）内は１人当たりの額

一
般
会
計
の
お
金
の
主
な
使
い

み
ち
を
紹
介
し
ま
す
。

(

単
位
／
千
円)

・
町
勢
要
覧
作
成
事
業５，

３
８
９

・
防
犯
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業

６，
０
８
９

・
道
路
照
明
灯
、
交
通
安
全
施
設

(

カ
ー
ブ
ミ
ラ
ー
、道
路
標
識
等)

設
置
事
業

１
７，
６
１
２

・
防
災
事
業

１
０，
６
４
８

・
障
害
者
、
高
齢
者
等
社
会
福
祉

事
業

８
２
４，
４
４
０

・
児
童
福
祉
事
業２

４
３，
０
８
２

２

民
生
費

１

総
務
費

・
保
育
所
運
営
事
業

３
２
２，
８
９
２

・
予
防
事
業

１
１
１，
２
８
９

・
ゴ
ミ
収
集
運
搬
事
業

８
７，
１
５
０

・
焼
却
施
設
改
修
事
業

５
１，
２
８
７

・
農
業
近
代
化
支
援
事
業

３，
１
３
４

・
用
排
水
路
等
改
修
事
業

３，
３
４
８

・
商
工
振
興
補
助
事
業

１
２，
８
９
５

・
中
小
企
業
経
営
安
定
化
事
業

１
１，
４
７
９

・
町
道
整
備
事
業１

７
０，
７
１
８

・
緊
急
市
町
村
道
安
全
対
策
事
業

１
４，
３
３
３

・
橋
梁
改
修
事
業
１
２，
６
３
２

・
排
水
路
整
備
事
業１

２，
８
０
９

６

土
木
費

５

商
工
費

４

農
林
水
産
業
費

３

衛
生
費

・
土
地
区
画
整
理
事
業

２
１
４，
１
７
２

・
公
園
事
業

１
３
７，
８
８
４

・
公
共
下
水
道
事
業

４
５
３，
０
０
０

・
消
防
緊
急
車
両
整
備
事
業

１
６，
２
５
８

・
消
火
栓
設
置
事
業

３，
７
３
２

・
幼
稚
園
振
興
奨
励
補
助
事
業

４
８，
５
３
８

・
情
報
化
教
育
推
進
事
業

１
０，
６
９
１

・
小
・
中
学
校
整
備
事
業

４
７，
５
２
０

・
小
学
校
建
設
事
業

１，
６
９
０，
８
４
３

８

教
育
費

７

消
防
費

17
年
度
実
施
の

主
な
事
業南部 安心安全ステーション

開校した小針北小学校 整備の進む下水道

町道拡幅工事


